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令和７年３月定例市議会提出案件概要

（令和６年度関係）

○報　　告
１．市長専決処分の報告について（令和６年１２月２６日専決処分）

　令和６年度奈良市一般会計補正予算（第８号）

補　正　額　　　　　　　　１, ６５２, ０００千円

繰越明許費　　　　　　　　１, ５６６, ７７０千円

２．市長専決処分の報告について

　和解及び損害賠償の額の決定について

⑴　令和７年１月８日専決処分� 【担当課：土木管理課】

⑵　令和７年１月８日専決処分� 【担当課：介護福祉課】

⑶　令和７年１月８日専決処分� 【担当課：土木管理課】

⑷　令和７年１月８日専決処分� 【担当課：環境清美工場】

⑸　令和７年１月１６日専決処分� 【担当課：収集課】

⑹　令和７年１月２８日専決処分� 【担当課：道路維持課】

⑺　令和７年１月３０日専決処分� 【担当課：公園緑地課】

⑻　令和７年２月５日専決処分� 【担当課：共生社会推進課】

○議　　案
１．令和６年度奈良市一般会計補正予算（第９号）

補　正　額　　　　　　　　２，６５３，５５２千円

繰越明許費　　　　　　　　８，７５３，８４１千円

２．令和６年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第１号）

補　正　額　　　　　　　　　　　１９，０００千円
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３．令和６年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

補　正　額　　　　　　　　　　１０３，０５５千円

４．令和６年度奈良市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

繰越明許費　　　　　　　　　　２５４，７００千円

５．令和６年度奈良市介護保険特別会計補正予算（第２号）

補　正　額　　　　　　　　　　８６８，０００千円

６．令和６年度奈良市水道事業会計補正予算（第１号）

補　正　額　　　　　　　　　　　　　　　　０千円（債務負担行為の廃止）

７．奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について（公布の日から

施行）� 【担当課：子ども育成課】

児童手当法の一部改正に伴い、児童手当に係る支給要件のうち所得制限が撤廃されたこ

とにより一定所得以上の者に対する特例給付が廃止されたが、個人番号の利用に係る事務

において廃止前の特例給付の支給に関する情報を継続して使用する必要があるため、所要

の規定の整備を行う。

８．奈良市公共交通基本条例の制定について（公布の日から施行）

� 【担当課：交通バリアフリー推進課】

公共交通の維持及び充実並びに利用の促進について基本理念を定め、市、市民、事業者

及び公共交通事業者の責務等を明らかにするとともに、公共交通に関する施策の基本とな

る事項を定める。

９．奈良市ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条例の一部改正について（公布の日から施

行）� 【担当課：建築指導課】

ラブホテル又はぱちんこ屋等の建築について、その建築が周辺の良好な居住環境等を害

するおそれがないと市長が同意する場合は建築をすることができる規制区域を新たに設け

るとともに、条例の実効性を高めるために罰則規定を改正する。
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10．財産の取得について� 【担当課：教育総務課】

　教師用教科書（中学校）及び教師用指導書（中学校）の取得

取 得 数　　教師用教科書　１，２９０冊、教師用指導書　１，２０１冊

契約金額　　６２，０４５，５５０円

契 約 先　　奈良県教科書株式会社

11．損害賠償の額の決定について� 【担当課：健康増進課】

予防接種健康被害認定者への障害年金介護加算の遡及支給に係る損害賠償の額を決定す

る。

損害賠償の額　　１，１０６，１２６円

12．奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する条例の一部改正について（公布の日、令和７年４月１日から施行）（別冊）

� 【担当課：人事課】

一般職の国家公務員の給与改定に準じ、一般職の職員及び特定任期付職員の給与並びに

暫定再任用職員、定年前再任用短時間勤務職員及び特定任期付職員を含む本市の一般職の

職員の給料表の改定等について、所要の規定の整備を行う。

13．奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について（公布の

日、令和７年４月１日から施行）（別冊）� 【担当課：人事課】

会計年度任用職員の給与について、常勤職員の給与改定に準じて給料表の改定等に係る

所要の規定の整備を行う。
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（令和７年度関係）

〇報　　告
１．株式会社奈良市清美公社の事業計画の報告について� 【担当課：廃棄物対策課】

事業規模　　　　　　　　　　　８９７，２７５千円

２．奈良市市街地開発株式会社の事業計画の報告について� 【担当課：産業政策課】

事業規模　　　　　　　　　　　１９７，１９０千円

３．公益財団法人奈良市生涯学習財団の事業計画の報告について� 【担当課：地域教育課】

事業規模　　　　　　　　　　　７９６，４２１千円

４．一般財団法人奈良市総合財団の事業計画の報告について� 【担当課：財政課】

事業規模　　　　　　　　　１，４５４，８１０千円

〇議　　案
１．令和７年度奈良市一般会計予算

予算規模　　　　　　　１６８，０００，０００千円

２．令和７年度奈良市国民健康保険特別会計予算

予算規模　　　　　　　　３５，３００，０００千円

３．令和７年度奈良市土地区画整理事業特別会計予算

予算規模　　　　　　　　　１，５９１，０００千円

４．令和７年度奈良市介護保険特別会計予算

予算規模　　　　　　　　３８，４００，０００千円
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５．令和７年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算

予算規模　　　　　　　　　　　　６７，０００千円

６．令和７年度奈良市後期高齢者医療特別会計予算

予算規模　　　　　　　　　９，２５２，０００千円

７．令和７年度奈良市病院事業会計予算

予算規模　　　　　　　　　１，０８８，０７９千円

８．令和７年度奈良市水道事業会計予算

予算規模　　　　　　　　１３，６９０，０００千円

９．令和７年度奈良市下水道事業会計予算

予算規模　　　　　　　　１２，４２８，０００千円

10．刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について

（令和７年６月１日から施行）� 【担当課：法務ガバナンス課】

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、刑の種類として、従来の「懲役」及び「禁

錮」が廃止され、新たに「拘禁刑」が創設されることから、所要の文言整理を行う。

11．奈良市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及び奈良市職員の育児休業等に関する

条例の一部改正について（令和７年４月１日から施行）� 【担当課：人事課】

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部改正に

伴い、超過勤務の制限の対象となる職員の子の範囲を拡大するとともに、仕事と介護の両

立支援制度等に関する周知の強化等を行うほか、引用条文の整理を行う。

12．職員等の旅費に関する条例の一部改正について（令和７年４月１日から施行）

� 【担当課：人事課】

国家公務員等の旅費に関する法律が、国内外の経済社会情勢の変化への対応及び事務負

担軽減を図るために改正されたことに準じ、本市の職員に対する旅費の支給等に関して同

様の改定を行う。
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13．奈良市特別会計条例の一部改正について（令和７年４月１日から施行）【担当課：財政課】

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合が解散することに伴い、奈良市住宅新築資金

等貸付金特別会計として執行する歳出がなくなるため、同特別会計を廃止する。

14．奈良市手数料条例の一部改正について（令和７年４月１日から施行）

� 【担当課：保健衛生課、開発指導課、建築指導課】

関係法令の一部改正に伴い、土石の堆積許可申請手数料、建築物エネルギー消費性能適

合性判定に係る確認申請手数料、輸出証明書の交付手数料の新設等を行うほか、所要の改

正を行う。

15．奈良市総合福祉センター条例の一部改正について（令和７年１０月１日から施行）

� 【担当課：障がい福祉課】

総合福祉センターを有効活用する観点から、その運営方法について工夫や経費の削減を

図ることとし、利用者への影響が少ない施設について休館日を見直す。

16．奈良市人権文化センター条例の一部改正について（令和７年４月１日から施行）

� 【担当課：共生社会推進課】

北人権文化センターを直営により管理することに伴い、所要の規定の整備を行う。

17．奈良市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例の一部改

正について（令和７年４月１日から施行）� 【担当課：保育総務課、保育所・幼稚園課】

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）が令和７年度から法定化されることに伴

い、本市が設置する特定教育・保育施設において同事業を利用した乳児又は幼児の保護者

から利用料を徴収する規定を新設する。

18．奈良市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の制定について（令

和７年４月１日から施行）� 【担当課：保育所・幼稚園課】

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）が令和７年度から法定化されることに伴

い、その設備及び運営に関する基準を定める。
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19．奈良市納骨堂条例の全部改正について（規則で定める日から施行）【担当課：斎苑管理課】

納骨堂を近年の生活様式等の変化に対応した施設とするため、使用者の資格、使用期

間、使用料等について所要の規定の整備を行う。

20．奈良市国民健康保険条例の一部改正について（令和７年４月１日、令和７年８月１日から

施行）� 【担当課：国保年金課】

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、保険料の賦課限度額及び保険料の減額の対象

となる所得基準額の引上げを行うほか、奈良市国民健康保険運営協議会の委員定数を改定

する。

21．奈良市都市公園に係る移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定

める条例の一部改正について（令和７年６月１日から施行）� 【担当課：公園緑地課】

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部改正に伴い、引用

条文の整理を行う。

22．包括外部監査契約の締結について� 【担当課：法務ガバナンス課】

包括外部監査について、公認会計士　纐纈和雅氏と契約を締結する。

23．市道路線の廃止について� 【担当課：土木管理課】

１２路線　　　総延長　　　　４，５４３．４ｍ

24．市道路線の認定について

５７路線　　　総延長　　　　６，８９５．３ｍ
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25．公の施設の指定管理者の指定について（奈良市総合福祉センターほか５議案）

指定管理者を指定する公の施設及び指定管理者の名称

下表のとおり

指定管理者の指定の期間

令和７年４月１日から下表の期間

番号 指定管理者を指定する公の施設 指定管理者の名称 指定の期間
（年間） 担当課

１ 奈良市総合福祉センター 社会福祉法人奈良市社会福祉協議会 10 障がい福祉課

２ 奈良市中人権・コミュニティセンター 船橋西自治会 ３ 共生社会推進課

３ 奈良市音
おんじょう

声館 奈良町くりえいと ５ 文化振興課

４ 奈良市帝塚山地域ふれあい会館 奈良帝塚山地域自治協議会 ４ 地域づくり推進課

５ 名勝大乗院庭園文化館 株式会社奈良ホテル １ 文化振興課

６ 奈良市奈良町南観光駐車場 有限会社くるみの木 ５ 奈良町にぎわい課

26．固定資産評価審査委員会の委員の選任について� 【担当課：人事課】

藤田　秀紀

27．奈良市職員の退職手当に関する条例の一部改正について（令和７年４月１日から施行）�

（別冊）� 【担当課：人事課】

国家公務員退職手当法の一部改正により、国家公務員の就業促進手当のうち就業手当が

廃止されたことに準じて、本市の職員においても同様の規定の整備を行う。

28．奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正について（令和７年４月１

日から施行）（別冊）� 【担当課：企業局企業総務課】

一般職の国家公務員の給与改定に準じ、企業職員の配偶者に係る扶養手当の廃止、管理

職員特別勤務手当の支給対象時間の改定その他所要の規定の整備を行う。
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３月定例市議会提出補正予算概要

［専決処分］

１．令和６年度一般会計補正予算（第８号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

民 生 費 1,652,000 1,652,000 −

１. 社会福祉総務費 1,652,000 1,652,000

（内訳）
国庫支出金
1,652,000

− 低所得者支援・定額減税補足
給付金事業経費
（地方創生臨時交付金）
� 【福祉政策課】

合　　　　計 1,652,000 1,652,000 −

　（イ）　繰越明許費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

民 生 費 1,566,770

社 会 福 祉 費 低所得者支援・定額減税補足給付金事業経費 1,566,770

合　　　　　　　　　　　　　　計 1,566,770

［補正予算］

１．令和６年度一般会計補正予算（第９号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

議 会 費 3,200 3,200

１. 人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

3,200 3,200

総 務 費 △�31,429 76,600 △�108,029

１. 人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

△�134,429 △�134,429
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款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

２. 防 災 対 策 費 103,000 76,600

（内訳）
国庫支出金

50,000
市債

26,600

26,400 防災対策経費
� 【危機管理課】

民 生 費 1,592,565 589,417 1,003,148

１ .

２ .

３ .

４ .

人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

障 害 者 福 祉 費

国 民 健 康 保 険
会 計 繰 出 金

介 護 保 険 会 計
繰 出 金

199,819

700,000

584,246

108,500

525,000

（内訳）
国庫支出金
350,000

県支出金
175,000

64,417

（内訳）
国庫支出金

25,661
県支出金

38,756

199,819

175,000

519,829

108,500

介護給付費等支給経費
� 200,000
訓練等給付費支給経費
� 500,000
� 【障がい福祉課】

特別会計繰出金

特別会計繰出金

衛 生 費 45,396 45,396

１ . 人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

45,396 45,396

労 働 費 440 440

１ . 人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

440 440

農 林 水
産 業 費

22,217 18,140 4,077

１ . 人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

2,479 2,479
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款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

２. 土 地 基 盤
整 備 事 業 費

19,738 18,140

（内訳）
県支出金

2,000
市債

13,900
分担金及び
負担金

2,240

1,598 県営ほ場整備事業
� 13,034
県営農業用河川工作物応急
対策事業� 4,704
農業用ため池点検調査事業
� 2,000
� 【河川耕地課】

商 工 費 4,341 4,341

１ . 人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

4,341 4,341

観 光 費 47,300 47,000 300

１ .

２ .

人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

観 光 振 興 費

300

47,000 47,000

（内訳）
寄附金

47,000

300

− 観光振興基金積立金
� 【観光戦略課】

土 木 費 347,345 312,800 34,545

１ .

２ .

人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

ＪＲ奈良駅付近連
続立体交差事業費

34,518

312,827 312,800

（内訳）
市債
312,800

34,518

27 ＪＲ関西本線高架化事業費
負担金
� 【都市計画課】

消 防 費 107,400 107,400

１ . 人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

107,400 107,400
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款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

教 育 費 △�56,854 3,500 △�60,354

１ .

２ .

３ .

人事院勧告給与改
定等に伴う人件費

教 育 振 興 費

文 化 財 費

△�67,854

3,500

7,500

3,500

（内訳）
寄附金

3,500

△�67,854

−

7,500

教育振興基金積立金
� 【地域教育課】

指定文化財補助経費
� 【文化財課】

諸支出金 571,631 571,631

１ . 減 債 基 金 571,631 571,631 減債基金積立金
� 【財政課】

合　　　　計 2,653,552 1,047,457 1,606,095

　　　　　　　　地方交付税� 1,181,919

一般財源内訳　　特別会計繰入金� 19,000

　　　　　　　　基金繰入金（財政調整基金）� 405,176

　（イ）　繰越明許費補正

　　１．追加分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

総 務 費 946,487

総 務 管 理 費 水 利 権 等 補 償 経 費 3,691

自 治 会 等 活 動 推 進 経 費 14,000

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 41,000

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 253,282

企 画 費 万 博 連 携 事 業 経 費 9,450

エ ネ ル ギ ー 政 策 経 費 340,093

防 災 対 策 経 費 103,000

文 化 振 興 施 設 整 備 事 業 128,500

徴 税 費 賦 課 事 務 経 費 53,471

1
4
2
4
3
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款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

民 生 費 272,754

社 会 福 祉 費 環 境 改 善 施 設 整 備 事 業 23,300

児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 222,200

認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業 27,254

衛 生 費 1,353,394

保 健 衛 生 費 出 産 ・ 子 育 て 応 援 経 費 1,540

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 122,000

清 掃 費 清 掃 施 設 整 備 事 業 1,229,854

農林水産業費 82,094

農 林 費 人 ・ 農 地 問 題 解 決 推 進 経 費 5,590

土 地 基 盤 整 備 事 業 58,767

元 気 な 森 林 づ く り 経 費 17,737

観 光 費 96,736

観 光 費 針 テ ラ ス 運 営 管 理 経 費 22,410

観 光 施 設 整 備 事 業 74,326

土 木 費 3,936,406

道 路 橋 梁 費 定 期 点 検 経 費 35,450

街 路 灯 管 理 経 費 27,400

道 路 橋 梁 維 持 補 修 経 費 5,000

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業 1,549,351

河 川 費 河 川 堤 防 改 修 事 業 76,831

都 市 計 画 費 バ リ ア フ リ ー 基 本 構 想 策 定 経 費 14,351

街 路 事 業 916,682

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 付近連続立体交差事業 687,841

公 園 維 持 補 修 経 費 3,500

公 園 事 業 556,000

住 宅 費 住 宅 管 理 経 費 20,000

公 営 住 宅 整 備 事 業 44,000

消 防 費 190,025

消 防 費 消 防 施 設 整 備 事 業 190,025
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款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

教 育 費 1,864,872

教 育 総 務 費 特 別 支 援 教 育 推 進 経 費 1,846

中 高 一 貫 校 施 設 整 備 事 業 599,700

小 学 校 費 施 設 保 守 管 理 経 費 3,900

小 学 校 施 設 整 備 事 業 659,180

中 学 校 費 中 学 校 施 設 整 備 事 業 326,807

高 等 学 校 費 高 等 学 校 運 営 管 理 経 費 24,800

社 会 教 育 費 指 定 文 化 財 補 助 経 費 21,583

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 119,400

文 化 財 整 備 事 業 57,573

保 健 体 育 費 学 校 給 食 事 務 経 費 50,083

諸 支 出 金 11,073

地元公共事業基金 地 元 公 共 事 業 基 金 経 費 11,073

合　　　　　　　　　　　　　　計 8,753,841

　（ウ）　債務負担行為補正

　　１．廃止分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　間 限　度　額

総 合 税 シ ス テ ム 更 改 経 費 令和６年度から令和 11 年度まで 875,490

あ や め 新 橋 架 替 工 事 現 場
技 術 業 務 委 託 令和６年度から令和８年度まで 50,000

あ や め 新 橋 架 替 工 事 令和６年度から令和８年度まで 400,000

奈良市・生駒市消防指令センター消防指令
システム整備・運用保守委託 令和６年度から令和 13 年度まで 2,272,000
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　（エ）　地方債補正

　　１．変更分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

起　債　の　目　的
限　　　　度　　　　額

補　正　前 補　正　後 増　減　額

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 706,100 732,700 26,600

土 地 基 盤 整 備 事 業 14,600 28,500 13,900

都 市 計 画 事 業 1,679,000 1,991,800 312,800

計 15,681,500 16,034,800 353,300

２．令和６年度住宅新築資金等貸付金特別会計補正予算（第１号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

諸支出金 19,000 3,889 15,111

１ . 一般会計繰出金 19,000 3,889

（内訳）
諸収入

3,889

15,111 一般会計繰出金

合　　　　計 19,000 3,889 15,111

　　　　　　　　繰越金� 13,004
一般財源内訳

　　財産収入� 2,107

1
2
3
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３．令和６年度国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

総 務 費 △�453,263 453,263

１ . 一 般 管 理 費 − △�453,263

（内訳）
県支出金
△�453,263

453,263 財源更正

事 業 費
納 付 金

103,055 103,055

１ .

２ .

３ .

一 般 被 保 険 者
医 療 給 付 費
事 業 費 納 付 金

一 般 被 保 険 者
後期高齢者支援金
事 業 費 納 付 金

介 護 納 付 金
事 業 費 納 付 金

35,537

67,315

203

35,537

67,315

203

一般被保険者医療給付費
事業費納付金
� 【国保年金課】

一般被保険者後期高齢者
支援金事業費納付金
� 【国保年金課】

介護納付金事業費納付金
� 【国保年金課】

合　　　　計 103,055 △�453,263 556,318

　　　　　　　　国民健康保険料� △�27,928�
一般財源内訳

　　一般会計繰入金� 584,246

４．令和６年度土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）

　（ア）　繰越明許費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

Ｊ Ｒ 奈 良 駅
南 地 区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

254,700

ＪＲ奈良駅南
地区土地区画
整 理 事 業 費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 254,700

合　　　　　　　　　　　　　　計 254,700

1
2
3
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５．令和６年度介護保険特別会計補正予算（第２号）

　（ア）　歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

保 険
給 付 費

868,000 551,180 316,820

１ .

２ .

介護サービス等
諸 費

高 額 介 護
サ ー ビ ス 等 費

800,000

68,000

508,000

（内訳）
国庫支出金
178,400

県支出金
113,600

支払基金
交付金
216,000

43,180

（内訳）
国庫支出金

16,320
県支出金

8,500
支払基金
交付金

18,360

292,000

24,820

施設介護サービス給付経費
� 【介護福祉課】

高額介護サービス費給付経費
� 【介護福祉課】

合　　　　計 868,000 551,180 316,820

　　　　　　　　一般会計繰入金� 108,500
一般財源内訳

　　基金繰入金� 208,320

６．令和６年度水道事業会計補正予算（第１号）

　（ア）　債務負担行為補正

　　１．廃止分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　間 限　度　額

大 渕 配 水 池 法 面 整 備 工 事 令和６年度から令和７年度まで 56,100

1
2
3




